
	 第３節	 小括
本章では、賃金引上げによる好影響について、個々の企業や労働者への効果（ミクロの視

点）と、経済全体への効果（マクロの視点）に分けて確認した。個々の企業への効果について
みると、フルタイムの求人賃金を最低賃金よりも５％以上高い水準に設定すると、最低賃金水
準と比べて、募集人数一人当たりの被紹介件数を１か月以内では約５％、３か月以内では約
10％増加させている。加えて、賃上げは、労働者の仕事へのモチベーション向上等を通じて、
企業や個人の生産性向上にも寄与する可能性があることを指摘した。また、経済全体への影響
についてみると、フルタイム労働者の定期給与・特別給与の１％の増加が、それぞれ約0.2％、
約0.1％ずつ消費の増加効果をもつ可能性があることや、産業連関表を用いた分析では、全体
の賃金・俸給額が１％増加したときに、約2.2兆円の生産増加と、約5,000億円の雇用者報酬
のさらなる増加をもたらしうることを確認した。加えて、若年層を中心とした賃金の増加は希
望する人の結婚を後押しすることで、個々人の希望を叶える効果があるほか、婚姻数の増加を
通じて、少子化問題の克服にも寄与する可能性があることを指摘した。
このように、賃金の引上げは、企業の人材の確保や生産性向上の後押しをすることや、労働

者のモチベーションを高めるといったミクロの効果のみならず、経済全体の活性化や少子化問
題の克服といったマクロの効果も持つと考えられる。こうした効果を踏まえれば、賃金の引上
げは、個々の企業にとっては人件費の負担増となるものの、人口減少を迎えている我が国にお
いて、将来にわたって企業が安定的な成長を続けるとともに、我が国経済全体が再び成長軌道
に乗るためには重要な要素の一つであるといえる。まずは足下において、賃金をしっかりと引
き上げることで人材を惹きつける。雇用した人材へ投資をし、能力向上を図り、企業の生産性
を向上させ、それを更なる賃上げにつなげる。こうした好循環を築き上げることで、持続的な
賃上げを実現していくことが重要である。

150

第Ⅱ部　持続的な賃上げに向けて




